
 

平成18年度リスク管理債権 

（単位：億円、％） 

区   分 金   額  

破綻先債権額 （Ａ） 
延滞債権額 （Ｂ） 
３か月以上延滞債権額 （Ｃ） 

  2,647  
7,899  

985  
小計(Ｄ)＝(Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ) 11,531  
比 率 (Ｄ)/(Ｇ)×100 2.52  
貸出条件緩和債権額 （Ｅ） 22,344  
合計(Ｆ)＝(Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ)＋(Ｅ) 33,875  
比 率 (Ｆ)/(Ｇ)×100 7.42  
総貸付金残高 （Ｇ） 456,801  

※ 金額の単位未満は四捨五入で表示しているため、合計が一致しないことがあります。 
 
リスク管理債権の開示基準については、自己資産査定結果をベースに開示することとしています。 
 

（注） 
１ 破綻先債権額(Ａ) 

資産自己査定の結果、破綻先に区分された債務者に対する貸付けの元金残高額 
２ 延滞債権額(Ｂ) 

資産自己査定の結果、実質破綻先及び破綻懸念先に区分された債務者に対する貸付けの元金
残高額 

なお、財務諸表の「重要な会計方針等」に記載している延滞債権額6,714億円は、(Ａ)と(Ｂ)
のうち弁済期限を６か月以上経過して延滞となっている貸付けの元金残高額です。 

３ ３か月以上延滞債権額(Ｃ) 
弁済期限を３か月以上経過して延滞となっている貸付けの元金残高額で、破綻先債権額(Ａ)

及び延滞債権額(Ｂ)に該当しないもの 
４ 貸出条件緩和債権額(Ｅ) 

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元金の
返済猶予など債務者に有利となる取決め（以下「返済条件の変更」といいます。）を行った貸付
けの元金残高額で、破綻先債権額(Ａ)及び延滞債権額(Ｂ)に該当しないもの 

ただし、返済条件の変更を行ったときから原則として４年（事業者向け融資にあっては、原
則として１年）が経過した債権のうち返済が正常に行われているものについては、信用リスク
が正常債権と同等となったと判断されるため、貸出条件緩和債権に含めていません。これに該
当し、貸出条件緩和債権に含めていない貸付けの元金残高額は合計で2,147億円です。 

なお、開示している貸出条件緩和債権額には、政府の経済対策などの要請によって返済条件
の変更を行った貸付けなども含まれています。 

５ 備考 
住宅金融支援機構の債権については、融資物件に設定した第一順位の抵当権その他の担保等

からの回収が図られるため、開示した残高のすべてが回収不能となるものではありません。 

 

 

 
貸出条件緩和債権について

 
当機構は、機構融資を利用して住宅を取得された方々が、生活環境の変化などの様々な事情

によりローンの返済が困難となった場合や、阪神・淡路大震災などに見られるような大規模な
自然災害が発生し被災したことにより一時的にローンの返済が困難となった場合においても、
できる限り生活の基盤である住宅に住み続けられるように、親身になってローン返済相談を行
うとともに、個々のお客様の事情に応じた返済条件の変更を行い、返済の継続を促しています。

さらに、平成10年10月の閣議決定に基づき、勤務先の倒産等によるローン返済困難者に対し
ては、特例措置を設け、国の施策に対応した貸出条件の緩和措置を行っています。 

当機構の貸出条件緩和債権は、リスク管理債権の約６６％を占めておりますが、上記政策目
的を果たすための措置として返済条件の変更の実施により生じたものです。また、貸出条件緩
和債権は他のリスク管理債権と比べ貸倒率が低く、そのまま不良債権の急増につながる可能性
は低いものと考えています。 

なお、貸出条件緩和債権は平成17年度まで増加していましたが、平成18年度においては減
少に転じ、これに伴いリスク管理債権も減少しました。 

当機構においては、返済条件の変更に応じることにより、お客様ができる限り住宅に住み続
けられるよう支援するとともに、財務の健全化に取り組んでいます。 


